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研究成果の概要（和文）：研究者各自による研究論文の発表に加えて、4 度にわたる公開シンポ

ジウムの開催、3 度に及ぶ学術雑誌での特集論文の掲載、さらに刊行が確定している論文集と

教科書の出版などを通じて、日本における障害者法学の構築に向けた基盤をつくることができ

た。 

 
研究成果の概要（英文）：Our research team has constructed a basic approach to disability 
legal studies through academic works, including a large amount of papers by individual 
researchers, special features of disability law in three journals and scholarly and text 
books (both forthcoming in 2014), as well as by intensive discussions at the symposiums 
with invited participants which were held four times in three years. 
 

交付決定額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２０１０年度 8,500,000 2,550,000 11,050,000 

２０１１年度 8,200,000 2,460,000 10,660,000 

２０１２年度 6,800,000 2,040,000      8,840,000 

年度    

  年度    

総 計 23,500,000 7,050,000 30,550,000 

 
 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：法学・社会法学 

キーワード：社会保障法 

 
１．研究開始当初の背景 

 障害者権利条約が発効し、同条約の批准を
見据えた差別禁止法制の本格的導入を含む
国内法の見直しが焦眉の課題である一方、障
害者関係の法的問題を総合的に考察する取
り組みは、従来の日本ではほとんど行われて
こなかった。こうした状況下、社会保障法、
労働法、憲法、行政法（教育法）、民法（成
年後見法）、国際人権法を専攻し、本研究に
関連した十分な業績を有する若手・中堅研究
者の結集により、障害者法制を総合的に分析
する共同研究を構想するに至ったものであ

る。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、障害学（ディスアビリティ・ス
タディーズ）の視点を踏まえて障害者をめぐ
る法律問題を学際的かつ比較法的に研究し、
日本の実定法分野に、新たに障害者法学の基
盤を構築することを目指すものである。具体
的には、①自己決定（ないし自律）の支援と
いう見地からみた成年後見法制の検討、②障
害者権利条約の批准を見据えた合理的配慮
義務の機能と限界に関する検討、③差別禁止
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法の体系と、ポジティブ・アクションの一環
である割当雇用制度の両立可能性の検討、④
障害者自立支援法に代わる障害者福祉法制
の検討などを通じて、障害者法制の課題を浮
き彫りにするとともに、新たな障害者法学の
理念的基盤を構築することを目的とした。 

 

３．研究の方法 

（1）共同研究メンバーによる研究会を、3

年間で 17 回（平成 22 年度 8 回、平成 23 年
度 6 回、平成 24 年度 3 回）開催した。初年
度は、様々な法分野の研究者が参加しての学
際的研究ということもあり、当初の 5 回で各
メンバーが障害者法学に関連した報告を行
い、議論することで、共同研究に係る共通の
基盤を構築することに重点をおいた。 

（2）その上で、障害学や障害者法学に関連
した研究活動などを行っている第一線の研
究者や実務家を招聘し、研究会において議論
する機会をもった。こうした取り組みには、
初年度の後半から最終年度まで継続して取
り組み、各メンバーそれぞれの研究活動にと
ってプラスになった。具体的には、星加良司
氏（東京大学）、池原毅和氏（弁護士）、高井
裕之氏（大阪大学）、織原保尚氏（中部学院
大学）、崔栄繁氏（DPI 日本会議）、小林昌之
氏（アジア経済研究所）、小西暁和氏（早稲
田大学）、東俊裕氏（内閣府）、内野正幸氏（中
央大学）による報告の機会を得た。 

（3）各メンバーは、3 か年にわたって、それ
ぞれ国内・海外における調査等を行い、後掲
のように論文発表や、海外を含む学会発表な
どの研究活動を行った。 

（4）共同研究の成果を対外的に発信する取
り組みとして、2 か年目にあたる平成 23 年度、
①当時、東京地裁等に継続し学界でも注目さ
れたいわゆる成年被後見人違憲訴訟と、②国
に先立ち千葉県、北海道、熊本県など自治体
レベルで制定が進んだいわゆる差別禁止条
例をそれぞれテーマとした公開シンポジウ
ムを、弁護士や自治体関係者などを招いて行
った。前者は平成 25 年 3 月 15 日、東京地裁
で言い渡された違憲判決を契機に、国会で公
職選挙法改正という形で立法的解決がなさ
れ、後者も差別禁止に係る法案が国会で審議
されるなど、立法化が目前に迫っており、公
開シンポジウムを開催した先駆的な意義は
大きかったと言える。 

（5）共同研究の成果を対外的に発信する取
り組みとして、最終年度にあたる平成 24 年
度、①教育と障害差別禁止法、②雇用・労働
と障害差別禁止法をテーマに、2 度にわたる
大がかりな公開シンポジウムを行った（障害
当事者の参加も得て、情報保障をしっかりと
行ったシンポジウムであった）。登壇したの
は、本共同研究のメンバーのほか、内外の障
害学・障害法関連の研究者（織原保尚氏〔前

掲〕、星加良司氏〔前掲〕、マイケル・ウォー
ターストーン氏〔米国ロヨラロースクール〕）、
障害者団体関係者（尾上浩二氏〔DPI 日本会
議〕、崔栄繁氏〔同〕）、弁護士（大谷恭子氏、
池原毅和氏）であり、フロアの参加者も交え
充実した議論を行った。 

（6）共同研究の成果を発表するため、学術
雑誌に特集を組むための準備研究会を行い、
2 つの学術雑誌で 3 回にわたって、本共同研
究のメンバーが研究成果を発表する機会を
得た（季刊労働法 235 号「特集：雇用・就労
分野における障害者差別禁止法制の展開と
課題」、大原社会問題研究所雑誌 640 号・641
号「特集：障害（者）法（Disability Law）
をめぐる諸問題（1）（2）」）。 
（7）さらに障害者法学の構築を目指す共同
研究の成果発表の場として、最終年度には間
に合わなかったものの、平成 24 年度、2冊の
書籍出版に向けた準備に入った。その成果は、
菊池・川島編『障害者法の新展開』と題する
研究書と、川島・中川・菊池編『障害者法へ
の招待』と題する教科書の形で、2014 年成文
堂からの刊行が確定しており、現在も準備作
業を進めている。さらに日本社会保障法学会
2014 年春季大会において、研究会メンバーが
主体となって「障害法制の総合的検討（仮）」
というテーマでシンポジウム報告を共同で
行うことが、学会理事会で決定している。 
 
４．研究成果 
 障害者法学に関心をもつ日本の若手・中堅
研究者の多くが参集した本共同研究により、
後記のように各メンバーが数々の研究論文
等を発表すると同時に、4 回にわたる公開シ
ンポジウムの開催、3 度にわたる学術雑誌上
の特集論文の掲載、さらにその具体的成果は
3 か年の共同研究終了後に及ぶものの、研究
書及び教科書の共同執筆、日本社会保障法学
会での共同報告など、日本の障害者法学の構
築に向けて、多くの成果を生み出しつつある。
また本共同研究終了後も、研究会自体はより
オープンにした形で存続することが確定し
ており、今後日本における障害者法学の拠点
になることが十分期待される。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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